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2000万人「戦争法の廃止を求める統一署名」へのご協力のお願い 

 
✝ 主の平和 

 
皆様におかれましては、日頃から聖務にご精励のことと存じます。 

 
すでにご存じの通り、今年 9月 19日に「平和安全保障関連法」が可決・成立しました。この法律は、大

多数の憲法学者や日本弁護士会のみならず、最高裁元長官、歴代の内閣法制局元長官からも憲法違反と指摘

されており、日本国憲法 9条の下では許容されないとして政府自ら 60年にわたって維持してきた憲法解釈

にも反するものであり、様々な分野、年代の人々の反対の声が大きくなる中で、強行採決されたものです。 

日本のカトリック教会としては、昨年 7 月 1 日の「集団的自衛権行使を容認」が閣議決定された際の常

任司教委員会名の抗議声明をはじめ、これまでも様々な形で懸念を表明してきました*。 

それは、戦闘が行われれば、必ず命と安全が奪われ、傷けられる人がいる、とくに女性や子ども、少数民

族やさまざまな少数者、社会的な弱者の、生活・安全が脅かされるからに他なりません。また、派遣される

自衛隊員の任務の一部として人を殺し殺されることを、強いることになるからです。 

「これらの小さな者が一人でも滅びることは、あなたがたの天の父の御心ではない」（マタイ 18章 14節）。 

司教団は『戦後 70 年司教団メッセージ』において、「教会は人間のいのちと尊厳に関する問題に沈黙で

きない」と宣言しました*。安全保障関連法は、まさに命と尊厳にかかわる問題であり、教会は沈黙してい

ることはできません。第二バチカン公会議において、「人間の基本的権利や霊魂の救いのために必要とあれ

ば、教会は政治的秩序にかかわることがらについても道徳的判断を下すことができる」（現代世界憲章 76）

とされているとおりです。そして、武力による解決を図ることは、さらなる暴力と憎しみの連鎖を生みだす

ことになります。 

 
現在、2000万人「戦争法の廃止を求める統一署名」が、多くの団体、グループの連名で呼びかけられ、

日本カトリック正義と平和協議会が、取扱団体になっています。来年の憲法記念日までに、2000万筆の署

名を集めようという運動です。もちろん、参加するかどうかの判断は一人ひとりにまかされていいますし、

平和を実現するために働く手段も様々です。 

できましたら、信者をはじめ、教会に係わる多くの方々が、この呼びかけに接する機会を得られるように、

ご配慮いただけますと幸いです。 

 

 
註： 「集団的自衛権行使容認の閣議決定についての抗議声明」 

http://www.cbcj.catholic.jp/jpn/doc/cbcj/140703.htm 

「戦後 70年司教団メッセージ 平和を実現する人は幸い～今こそ武力によらない平和を」 

http://www.cbcj.catholic.jp/jpn/doc/cbcj/150225_wwii70yr.htm 

http://www.cbcj.catholic.jp/jpn/doc/cbcj/140703.htm
http://www.cbcj.catholic.jp/jpn/doc/cbcj/150225_wwii70yr.htm
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衆議院議長  大島理森様 
参議院議長  山崎正昭様 
内閣総理大臣 安倍晋三様 
 

戦争法の廃止を求める統一署名 
 
 2015年９月 19日に参議院で“強行採決”され“成立”した「平和安全保障関連法」は、憲法第９条が禁じ

る国際紛争解決のための武力行使を可能とするもので、憲法違反であることは明らかです。したがって、「平和

安全」の名にかかわらず、その内容はまぎれもなく戦争法です。また、憲法解釈を 180 度くつがえした閣議決

定に基づいた違憲の立法は、内閣と国会による立憲主義の否定であり、断じて認めることはできません。 

 この戦争法が発動されれば、日本は海外で戦争する国になり、自衛隊は海外で殺し殺されることになり、日本

自体が武力紛争の当事者となって、「平和安全」とはまったく逆の事態を招くことになります。 

 戦争法に対しては、国会審議の段階で、憲法の専門家をはじめ、さまざまな分野の人びとから反対の声が上が

り、世論調査でも８割が政府の説明は不十分と答えていました。全国の人びとの強い反対の声を国会内の数の力

で踏みにじった採決は、主権在民と民主主義を壊す暴挙であり、正当性を欠くものです。 

 以上の趣旨から、次の事項について請願します。 

 
【 請 願 事 項 】 

一、戦争法である「平和安全保障関連法」をすみやかに廃止してください。 
一、立憲主義の原則を堅持し、憲法９条を守り、いかしてください。 

 

名   前 住         所 

  

  

  

  

  
 
【集約】集約次第お送りください。ただし、FAXは無効となりますので、ご注意を。 

送先：101-0063 東京都千代田区神田淡路町１－15 塚崎ビル３Ｆ 総がかり行動実行員会 
 
呼びかけ 戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会 
  ☎ 03-3526-2920（1000人委員会） 03-3221-4668（９条壊すな！実行委員会） 03-5842-5611（憲法共同センター） 
【共同呼びかけ】 戦争をさせない 1000 人委員会 解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会 戦争する国づくりストップ！憲

法を守り・いかす共同センター 安倍教育政策ＮＯ！ネット 〈安倍政権にＮＯ！〉東京・地域ネットワーク 安全保障関連法

に反対する医療・介護・福祉関係者の会 安全保障関連法に反対する学者の会 安保関連法に反対するママの会 ＮＧＯ非戦ネ

ット 沖縄・一坪反戦地主会関東ブロック 女の平和 改憲問題対策法律家６団体連絡会 原発をなくす全国連絡会 国連人権

勧告の実現を！実行委員会 さようなら原発 1000 万人アクション 自由と民主主義のための学生緊急行動（SEALDs） 首

都圏反原発連合 戦時性暴力問題対策会議 宗教者・門徒・信者国会前大集会 脱原発をめざす女たちの会 止めよう！辺野古

埋立て 国会包囲実行委員会 日韓つながり直しキャンペーン 2015 日本軍「慰安婦」問題解決全国行動 反貧困ネットワー

ク 「秘密保護法」廃止へ！実行委員会 ｍネット・民法改正情報ネットワーク 立憲デモクラシーの会 全国労働組合連絡協

議会 全国労働金庫労働組合連合会 

 

取扱団体（    カトリック中央協議会     ） 


